民主党「公務員制度改革ＰＴ・総務部門合同会議」開催－11/14

－地方公務員制度改革関連法案の全容が明らかに－
※この情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

11月14日、8時30分より民主党「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ/総務部門合同会議」が衆議院第２議員会館で開催された。今回の会議では総務省より地方公務員の自律的労使関係制度に関する２法案（地方公務員法等改正案・地方公務員の労働関係に関する法律案）が示され、意見交換が行われた。

政府関係者として大島総務副大臣、稲見総務大臣政務官、三輪公務員部長、植田公務員課長らが参加した。

　冒頭、法務副大臣となった山花前座長に代わり、新たに座長となった細川律夫衆議院議員が、「地方公務員の自律的労使関係について、総務省が成案をとりまとめた。本日は党の内部の審査ということでお願いしたい。今国会に提出し、審議・成立までいけるよう議論をいただきたい」とあいさつした。続いて大島副大臣が、「昨年６月の『基本的考え方』から、労使双方を交えて長い間議論をしてきた。今年５月には『素案』をお示し、11月8日には『国と地方の協議の場』において意見交換を行うなど、地方六団体との調整を行ってきたところ。その上で今回の法案をお示ししている。今会議の場でご了承いただき、早期の法案成立をお願いしたい」とし、稲見政務官から「消防職員については、地方団体の懸念を踏まえ、協約締結権は付与しないこととした」として法案の内容について説明がされた。

これに対する参加議員からの質問・意見と総務省の回答は以下の通り。

＜江崎参議院議員＞

率直に「ようやくここまで来た」という思い。自分自身も地方公務員時代、なぜ自分たちで賃金・労働条件を決められないのかと忸怩たる思いをしたこともある。法案成立には困難な部分も多いと思うが、確実に前に進める努力をすることをこの場で確認したい。

＜武内参議院議員＞

まず１年半をかけて法案化まで努力されたことに、総務省や関係者の皆様に御礼を申し上げたい。その上で、３点意見を述べる。

①この間、地方団体との距離は結局縮まらなかった。ただ、自分自身が様々な首長と話をしてきたところ、消防職員に関する部分も含め、地方団体がいうような懸念や抵抗といったものは聞かれなかった。そういった状況は共有化しておきたい。

②中央協議システムについて、政府に対してその必要性について意見を述べてきた。今回の法案の中には盛り込まれていないようだが、政府としてどういった方向性でいるのか。

③施行日については、制度移行の準備等、一定の配慮がされて期間が設けられていることと思うが、改正法公布から最長で６年半というのは現実問題として疑問が残る。

＜皆吉衆議院議員＞

法案を取りまとめたことにお礼を申し上げた上で、３点意見を申し上げる。

①今朝のニュースで地方団体が、地方公務員への協約締結権付与は公務員を優遇することであり反対だといったコメントをしていた。こういった発言は、まったくの事実誤認。誤った認識や誤った報道について、各方面からの配慮と対応をお願いしたい。

②法案成立の見通し、あるいは決意といったものを聞かせて欲しい。

③今後は人事院との関係で、対立する場面が出てきた場合、どう展望を切り開いていくのか。

＜江崎参議院議員＞

「公務員優遇」と言うが、自律的労使関係では、組合側は権利を持った上で自ら賃金削減を確認することもありえるので、厳しい側面も少なくない。したがって決して公務員優遇とは言えない。地域主権が進んでいく一方で、各自治体の労使関係で自律的に賃金・労働条件を決定する仕組みを作ることはパラレルの関係にある。ぜひその辺りも検討の課題にして欲しい。

＜後藤衆議院議員＞

法案取りまとめのご努力に感謝申し上げる。１点懸念があるのが、実際に複数自治体の職員で組合を構成している場合もある。新制度で認証を受けることはできるのか。

＜稲見総務大臣政務官＞

①この間、機会があるごとに地方団体と議論を行ってきたが、距離はなかなか縮まらない。ただ、「国と地方の協議の場」において、法案のとりまとめの理解を得られるよう官房長官と総務大臣を中心に努力をしてきたところ。地方六団体として「反対」のペーパーを出したところで、ある意味、終結を迎えたのではないか。民調のあり方など細かい制度設計が残されており、法案成立後は共通の土俵で協議していくことができるものと考える。

②中央協議の場については、労働側からも直接要望を受けている。先の有識者会議においても、中央交渉が安定した労使関係に寄与しているといった意見も出されていることも考慮し、どういった運用ができるか、今後検討していきたい。

③施行日については、消防の部分でとくに問題があるかもしれないが、この法案の内容で議論を出発させ、改革を一歩でも前に進めていただきたい。

④身分保障と協約締結権は別次元である。決して公務員を優遇するといった話ではない。

⑤これで閣議決定されれば、国公と地公の法案が出そろうことになる。情勢が厳しいとしても、しっかりと対応していきたい。

⑥人事院については、国公関連４法案の中ですでに廃止・改組されるものであり、批判的な立場を慎み、第三者機関として粛々と仕事をしてもらいたいと考えている。

＜三輪公務員部長＞

まず、制度上は各市町村の職員・教員はそれぞれの市町村当局と交渉を行い、また県費負担教職員は、県内で統一した認証労働組合を結成し、交渉を行うことができる。これは現行制度と同様の形である。一方、後藤議員のご意見については、制度の正面からは難しいだろうが、各地域の円滑な運用を確保するため、現場で調整していくことはありえるものと考える。

最後に、PTとして法案を了承し、終了した。

※なお、11月12日(月)に公務員連絡会地公部会は地方公務員の自律的労使関係制度に関し、総務省交渉を行っています。交渉情報は後日追って発出いたします。

以上

